
【経過】
大正区重点事業の全区周知と
展開
・H30～R2年度に重点事業と
して大正区において実施した
「空家相談員による空家利活
用促進事業」について、全区
へ共有するとともに、空家相
談員制度について横展開する。
・検討課題担当区の旭区にお
いて、空家相談員制度を創設
し、是正事例等を各区へ共有
するとともに、各区担当者説
明会などの場で空家相談員制
度についての説明を行い、空
家等解消方法の一つとして広
く周知を行う。

【事業概要】
空家問題の解決に理解と関心を持ち、旭区内の空家問題解決のための活動（区民からの空家に関する相談の

対応や、解決方法の提案等）を積極的に行う不動産関連業者を「大阪市旭区空家相談員」として委嘱し、区で
開催する個別相談会で空家所有者等が抱える悩みに直接対応する。また空家所有者の同意を得られた場合に限
り、区役所から空家相談員を紹介する。

【事業目的】
空家所有者や地域で空家に

お困りの方が抱える空家に関
する悩みを専門家に繋ぐこと
で、空家問題を長引かせずに
解決へ導く。

【旭区】大阪市旭区空家相談員制度（大正区重点事業の全区周知と展開）



空家等対策の推進にかかる協定
（株式会社池田泉州銀行及び独立行政法人住宅金融支援機構との三者協定）

連携協定に基づき提供する金融商品
• ＜池田泉州＞空き家対策応援ローン
※店頭金利から0.5パーセント金利引下げ

• ＜池田泉州＞リバースモーゲージ幸せ百年（住宅プラン）
（独立行政法人住宅金融支援機構提携）
※店頭金利から0.1パーセント金利引下げ

経過（協定について）
• 空家等の発生の未然防止並びに所有者等による空家等の適正管理

及び利活用に関する対策を推進し、もって地域住民の生活環境の
保全、地域の活性化を図ることを目的に令和３年９月８日に連携
協定を締結。

協定に基づく連携概要
• 市内における空家等の発生の未然防止並びに所有者等による空家

等の適正管理及び利活用に資する金融商品を開発・提供する。
• 本市が行う空家等対策に関する施策を広く周知するため、広報・

周知活動を行う。

 協定に基づく実績（令和４年９月末時点）

空き家対策応援ローン：０件

ﾘﾊﾞｰｽﾓｰｹﾞｰｼﾞ幸せ百年（住宅プラン）：０件

・協定に基づき作成したリーフレットを池田泉州
銀行各支店窓口に配架。

・令和３年12月 阿倍野区・西成区合同開催の空
家セミナーにおいて、空家の解体等に活用でき
る金融商品の紹介や、活用事例を紹介。



第６ 所有者等による空家等の適切な管理の促進

●広報紙を活用した普及啓発や空家所有者等
の意識啓発、セミナーの実施

広報誌 23区
ホームページ・SNS 15区
イベント・セミナー等 5区

●防犯・防災担当との連携した空家の情報共有や
パトロール等による地域課題の共有化の取組み

19区で実施

（令和４年９月末時点）

北区 ○ ― ― ○

都島区 ○ ○ ○ ○

町会が、所有者に承諾を取り、窓ガラスの割れた空家に

ついて、板の張り付け等を行った。その他、出入りが可

能な空家の入口にテープ等を貼り、立入禁止の表示を

行った。

福島区 ○ ○ ― ―

此花区 ○ ○ ― ○

中央区 ○ ○ ― ○

西区 ― ― ― ○

港区 ○ ― ― ○

大正区 ○ ○ ○ ○
町会や空家相談員を通じて所有者への働きかけを行い、

所有者による樹木の伐採に繋がった。

天王寺区 ○ ○ ― ―

浪速区 ○ ○ ― ○

西淀川区 ○ ― ― ○

淀川区 ○ ― ― ―

東淀川区 ○ ○ ― ○

東成区 ○ ○ ― ○

生野区 ○ ○ ― ○

旭区 ○ ― ○ ○

城東区 ○ ○ ― ○

鶴見区 ○ ○ ― ―

阿倍野区 ○ ○ ○ ○
近隣住民により、空家内への不法投棄を防止するための

柵を設置。区役所は注意喚起の看板を取付。

住之江区 ○ ― ― ○

住吉区 ○ ○ ○ ―

東住吉区 ○ ― ― ○

平野区 ○ ― ― ○
地域住民による立木の撤去を実施。地域住民による所有

者の連絡先等の調査。

西成区 ○ ○ ― ○
地域住民によるカラーコーン及びバー等の設置。また、

近隣住民からの情報提供により所有者が判明した。

地域・住民の共助による

特定空家等への対策の成功事例

（落書きの除去など）広報紙 HP・SNS
イベント・

セミナー等

区名

空家所有者等への意識啓発

の取組内容
防犯・防災

担当との

連携

・空家等の管理責任を所有者等に啓発し、空家等が管理
不全に陥らないようにするため、各区役所を拠点とし、
専門家団体等とも連携しながら、きめ細やかな相談・
普及啓発に取り組んでいる。

・高齢単身者の増加とその後の空家管理の問題に着目し、
特定空家等の発生を抑制できるよう、高齢の住宅所有
者等への適正管理に関する啓発をはじめとする予防的
な空家等対策にも取り組んでいる。

【各区における空家所有者等への意識啓発実施状況等】



各区において、各種団体と連携し、空家セミナーや講
座等を実施している。

連携先
• 大阪の住まい活性化フォーラム
• 既存住宅・空家プロデュース協会
• 大阪府不動産コンサルティング協会
• 全日本不動産協会大阪府本部
• 大阪司法書士会
• 空家相談員（大正区、旭区）
• その他（㈱スペースマーケット、akippa㈱、生野区空き家

活用プロジェクト、㈱フル・プラス、空き家活用㈱ 等）

専門家団体等との連携（イベント・セミナー等の実施状況）

【各区におけるセミナー等実施状況】

区名 実施時期 内容（参加人数、定員） 連携先

都島区 R4年８月
出前講座（老人福祉センターが実施する夏休み期間中のラジオ体操の取組

において、体操後に空家に係る知識の共有化を図る。）
老人福祉センター

福島区 R５年１月（予定） 空家セミナー・個別相談会（30名） フォーラム

此花区 R５年１月（予定） 空家セミナー・個別相談会（未定） フォーラム

R４年８月 空家相談会（４名） 区単独（空家相談員）

R４年９月 空家相談会（３名） 区単独（空家相談員）

R４年10月 空家相談会（未定） 区単独（空家相談員）

R４年11月 空家相談会（未定） 区単独（空家相談員）

R５年２月（予定） 空家相談会（未定） 区単独（空家相談員）

東淀川区 R４年11月 空家セミナー（３名）・個別相談会（2組2名）（城東区合同開催） フォーラム

R４年11月 空家利活用セミナー（出張空家カフェ）（16名） 生野区空き家活用プロジェクト

R４年度（予定） 空家利活用連携セミナー（50名）
㈱ｽﾍﾟｰｽﾏｰｹｯﾄ

akippa㈱

R４年５月 空家相談会（1名） 区単独（空家相談員）

R４年５月 空家相談会（2名） 区単独（空家相談員）

R４年７月 空家相談会（4名） 区単独（空家相談員）

R４年７月 空家相談会（2名） 区単独（空家相談員）

R４年９月 空家相談会（4名） 区単独（空家相談員）

R４年９月 空家相談会（0名） 区単独（空家相談員）

R４年11月（予定） 空家相談会（未定） 区単独（空家相談員）

R４年11月（予定） 空家相談会（未定） 区単独（空家相談員）

R５年１月（予定） 空家相談会（未定） 区単独（空家相談員）

R５年１月（予定） 空家相談会（未定） 区単独（空家相談員）

R５年３月（予定） 空家相談会（未定） 区単独（空家相談員）

R５年３月（予定） 空家相談会（未定） 区単独（空家相談員）

城東区 R４年11月 空家セミナー（３名）・個別相談会（2組2名）（東淀川区合同開催） フォーラム

R４年９月 YouTubeを活用したセミナー 大阪府不動産コンサルティング協会

R４年12月 空家セミナー（16名）・個別相談会（9組10名）（西成区合同開催） 大阪司法書士会・空家プロデュース協会

R４年10月 終活　超入門講座（33名、Web7名）
住之江区社会福祉協議会

さきしま地域包括支援センター

R５年２月（予定） 空家で悩まないための知恵＆個別相談会 大阪府不動産コンサルティング協会

R４年８月 空家活用セミナー（11名） ㈱フル・プラス

R５年２月（予定） 住吉区民生委員研修会での空き家セミナー 全日本不動産協会大阪府本部

R５年３月（予定） 空家活用セミナー 空き家活用㈱

西成区 R４年12月 空家セミナー（16名）・個別相談会（9組10名）（阿倍野区合同開催） 大阪司法書士会・空家プロデュース協会

大正区

生野区

旭区

住吉区

阿倍野区

住之江区



 納税通知書のお知らせチラシによる啓発文の掲載

令和５年度は内容を充実させ継続実施

（参考）令和４年度

市外居住の空家所有者等への意識啓発

※レイアウト、構成等については、変更となる可能性がある。



空き家の発生を抑制するための特例措置
～被相続人居住用家屋等確認書の交付～

＜制度の概要＞
空き家の発生を抑制するための特例措置として、相

続日から起算して3年を経過する日の属する12月31日
までに、被相続人が居住の用に供していた家屋を相続
した相続人が、当該家屋（耐震性のない場合は耐震リ
フォームをしたものに限り、その敷地を含む。）又は、
取壊し後の土地を譲渡した場合に、当該家屋又は土地
の譲渡所得から3,000万円を特別控除するもの。

※令和４年３月までは、市内全域の申請手続きについ
て計画調整局窓口にて受付等行っていたが、令和４年
４月から、ニア・イズ・ベターの観点から、各区役所
窓口で受付等を実施している。

（令和４年９月末時点）

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 合計

物件数 62 76 126 119 94 100 33 610

申請件数 104 121 187 171 165 154 51 953

＜交付実績＞

所有者やその家族に関わる人々と連携した予防的な空家対策


